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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○生活保護法に基づく医療機関の指定……………（福祉保健課）１
○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止の届出…（　　〃　　）１
○指定障害福祉サービス事業者の指定……………（障がい福祉課）１

宮崎県告示第１号　　　
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項
においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと
おり指定した。
　　令和７年１月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

医療法人ｅｎ．縁
・在宅クリニック

延岡市北小路12番地５ 令和６年11月１日

四倉歯科医院 延岡市安賀多町３丁目
１の２

令和６年11月７日

なないろ薬局　塩
浜店

延岡市塩浜町４丁目17
17番地２

令和６年12月１日

みずほ薬局 延岡市川島町1645番１ 令和６年12月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　称 所　　在　　地 廃止年月日

縁・在宅クリニッ
ク

延岡市北小路12－５ 令和６年10月31日

江藤歯科医院 児湯郡高鍋町北高鍋 1
36番地３

令和６年10月14日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第３号　　　
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（
平成17年法律第 123号）第29条第１項の規定により、次のとおり指
定障害福祉サービス事業者の指定をした。
　　令和７年１月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

事 業 所
番 号

指 定 障 害 福 祉
サ ー ビ ス 事 業 所

指 定 障 害 福 祉
サ ー ビ ス 事 業 者 指　定

年月日

サービスの

種 類名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4510301114 延岡市医師会病院
短期入所事業所

延岡市出北６丁目
1621番

一般社団法人延岡
市医師会

延岡市出北６丁目
1621番

令和７年１月１日 短期入所

宮崎県告示第２号　　　
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（第55条第２項
において準用する同法第50条の２）（中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の
支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてそ
の例によるものとされた場合を含む。）の規定により、指定医療機
関から次のとおり廃止した旨の届出があった。
　　令和７年１月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

公　　　　　告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規
定により、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、届出
書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。
　なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活
環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日

から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。
　　令和７年１月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　生活協同組合コープみやざき都北店
　　都城市都北町6400－１　外
２　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法
　人にあっては代表者の氏名
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　　生活協同組合コープみやざき　代表理事　泰山誠
　　宮崎市瀬頭２丁目10番26号　
３　変更した事項
　⑴　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに
　　法人にあっては代表者の氏名
　　（変更前）生活協同組合コープみやざき　代表理事　亀田高秀
　　　　　　　宮崎市瀬頭２丁目10番26号
　　（変更後）生活協同組合コープみやざき　代表理事　泰山誠　
　　　　　　　宮崎市瀬頭２丁目10番26号
　⑵　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び
　　住所並びに法人にあっては代表者の氏名
　　（変更前）生活協同組合コープみやざき　代表理事　亀田高秀
　　　　　　　宮崎市瀬頭２丁目10番26号
　　　　　　　前田利弘（ドラッグとほく）
　　　　　　　都城市北原町30－22
　　（変更後）生活協同組合コープみやざき　代表理事　泰山誠　
　　　　　　　宮崎市瀬頭２丁目10番26号
　　　　　　　前田利弘（ドラッグとほく）
　　　　　　　都城市北原町30－22　　　　　
４　変更の年月日
　　令和６年６月25日
５　変更する理由
　　役員改正のため
６　届出年月日
　　令和６年12月12日
７　届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　令和７年１月６日から令和７年５月７日まで
８　意見書の提出先及び期間
　⑴　提出先
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課
　⑵　期間
　　　令和７年１月６日から令和７年５月７日まで
９　意見書の記載事項
　　意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地
　域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも
　に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売
　店舗の名称を日本語により記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規
定により、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、届出
書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。
　なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活
環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日
から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。
　　令和７年１月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　生活協同組合コープみやざき都北店

　　都城市都北町6400－１　外
２　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法
　人にあっては代表者の氏名
　　生活協同組合コープみやざき　代表理事　泰山誠
　　宮崎市瀬頭２丁目10番26号
３　変更しようとする事項
　⑴　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項
　　　駐車場の位置及び収容台数
　　　（変更前）建物南東側及び北東側（駐車場№１）　　72台
　　　　　　　　敷地外南西側（駐車場№２）　　　　　　63台
　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　　　　　　　 135台
　　　（変更後）建物南東側及び北東側（駐車場№１）　　51台
　　　　　　　　敷地外南西側（駐車場№２）　　　　　　63台
　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　　　　　　　 114台
　⑵　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項
　　①　来客が駐車場を利用することができる時間帯
　　（変更前）駐車場№１　終日
　　　　　　　駐車場№２　午前９時30分から午後10時
　　（変更後）駐車場№１　午前９時30分から午後10時
　　　　　　　駐車場№２　午前９時30分から午後10時
　　②　駐車場の自動車の出入口の数及び位置
　　（変更前）駐車場№１　５箇所　敷地東側・西側・南東側
　　　　　　　駐車場№２　３箇所　敷地外南西側駐車場東側
　　　　　　　合計　　　　８箇所
　　（変更後）駐車場№１　３箇所　敷地東側・西側
　　　　　　　駐車場№２　３箇所　敷地外南西側駐車場東側
　　　　　　　合計　　　　６箇所
４　変更の年月日
　　令和７年９月15日
５　変更する理由
　　敷地の一部を賃借契約満了により返還するため
６　届出年月日
　　令和６年12月12日
７　届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　令和７年１月６日から令和７年５月７日まで
８　意見書の提出先及び期間
　⑴　提出先
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課
　⑵　期間
　　　令和７年１月６日から令和７年５月７日まで
９　意見書の記載事項
　　意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地
　域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも
　に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売
　店舗の名称を日本語により記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第59条第２項の規定による
次の都市計画事業の認可を受けたので、同法第66条の規定により、
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公告する。
　　令和７年１月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　都市計画事業の種類及び名称
　　宮崎広域都市計画道路事業　３･５･37号　西新町尾ノ下線
２　施行者の名称
　　宮崎県
３　事業所の所在及び名称
　　宮崎県宮崎市橘通東１丁目９番10
　　宮崎県宮崎土木事務所
４　事業地の所在
　　収用の部分
　　　宮崎県宮崎市清武町船引字原田及び字新川、西新町、木原字
　　新町及び字沖ノ川原、新町一丁目並びに新町二丁目地内
　　使用の部分
　　　宮崎県宮崎市清武町船引字新川及び木原字新町地内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第59条第２項の規定による
次の都市計画事業の認可を受けたので、同法第66条の規定により、
公告する。
　　令和７年１月６日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　都市計画事業の種類及び名称
　　宮崎広域都市計画道路事業　３･４･38号　大久保木崎線
２　施行者の名称
　　宮崎県
３　事業所の所在及び名称
　　宮崎県宮崎市橘通東１丁目９番10
　　宮崎県宮崎土木事務所
４　事業地の所在
　　収用の部分
　　　宮崎県宮崎市清武町今泉字岡甲、字岡ノ下甲及び字上釘原甲
　　地内
　　使用の部分
　　　宮崎県宮崎市清武町今泉字上釘原甲地内

監査委員公告

監査委員公告
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第 199条第７項の規定に基づ
き令和６年10月16日から令和６年12月６日までの間に実施した監査
の結果を、同条第９項の規定により、別冊のとおり公表する。
　　令和７年１月６日
　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員　川　野　美奈子
　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員　木　下　博　義
　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員　日　高　博　之
　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員　後　藤　哲　朗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
監査委員公告
　令和６年８月29日付けで提出した監査の結果に対して、宮崎県知
事等から措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和22
年法律第67号）第 199条第14項の規定により、別冊のとおり公表す
る。
　　令和７年１月６日

　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員　川　野　美奈子　
　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員　木　下　博　義　
　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員　日　高　博　之　
　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員　後　藤　哲　朗
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